
告 示

�愛媛県告示第５６６号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、令和２年度分の交付

金、負担金及び補助金から適用する。

令和２年５月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 農業委員会交付金等交付規程の一部改正…………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…３９８

○ 土地改良区役員の就退任の届出（２件）………………………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…４０５

○ 指定道路の指定…………………………………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）…４０６

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…４０６

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…４０７

○ 指定障害福祉サービス事業者の指定……………………………………………………………………………………………………（南予地方局地域福祉課）…４０７

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…４０７

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…４０７

教育委員会公告

○ 令和３年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について……………………………………………………………………………………（義務教育課）…４０８

○ 令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の日に

ついて……………………………………………………………………………………………………………………………………………………（高校教育課）…４０８

選挙管理委員会告示

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数……………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…４０９

改 正 後 改 正 前

第３条 省略

（交付の決定及び通知）

第４条 知事は、前条の書類の提出があつた場合は、その内容を審

査し、適当と認めるときは、交付金等の交付を決定し、その旨を

市町又は農業委員会ネットワーク機構に通知するものとする。

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

第１３条 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

第３条 省略

第４条 省略

第５条 省略

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

第１２条 省略

様式第２号の�（第３条関係）

省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

毎週（火・金）曜日発行 第１０７号 令和２年５月２２日

令和２年５月２２日金曜日 第１０７号
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� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数

ア 年１月２日から 年（事業実施年の翌年）３

月末日の間に改選が行われる農業委員会

� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数

農業委員及び推進委員の人数

農業委員 推進委員

農業委員及び推

進委員の人数
改選月

人 人 人

改選前委員数 人
月

改選後委員数 人

イ ア以外の農業委員会

農業委員及び推進委員の人数

人

� 農地利用の最適化に向けた活動

ア 活動区分ごとの活動日数

� 農地利用の最適化に向けた活動

活動区分ごとの活動日数

活動区分 活動日数 活動内容 活動区分 活動日数 活動内容
うち前期分 うち前期分

１ 実 質 化 さ れ た

人・農地プランに

係る活動

人日 １ 実 質 化 さ れ た

人・農地プランに

係る活動

人日 人日

２ 担い手への農地

集積・集約化の推

進活動

人日 ２ 担い手への農地

集積・集約化の推

進活動

人日 人日

３ 遊休農地の発生

防止・解消活動

人日 ３ 遊休農地の発生

防止・解消活動

人日 人日

１から３までの合計 人日 １から３までの合計 人日 人日

うち１及

び２の占

める割合

％ うち１及

び２の占

める割合

％ ％

イ 事業計画の達成に向けた改善方針

前年度の事業実績書に記載

した「事業計画の達成に向

けた次年度の改善方針」

左記の改善方針に基づく活

動の本年度の実施結果

注 事業実施年度の前年度に実施した農地利用最適化交

付金に係る事業において、事業計画に対する達成割合

が６０パーセント未満であつた場合のみ記載すること。

２ 成果実績に応じた交付金関係

� 年度（事業実施年度の前年度）における農地利用の

最適化の状況

遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面

積�

遊休農地面積� 遊休農地率（Ｂ／

（Ａ＋Ｃ））１号遊休

農地�

２号遊休

農地�

� � � � ％

� 年度（事業実施年度）における農地利用の最適化の

状況

ア 農地集積面積（ 年１２月末日現在）

耕地面積� 農地集積面積� 農地集積率（Ｂ／Ａ）
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� � ％

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

イ 農業委員会の活動による農地集積・集約化面積（

年１月１日から同年１２月末日まで）

農業委員会の活動による農地集積・集約化面積

うち前期分

合 計 � �

うち集約化され

た農地の面積

� �

うち中山間地・

樹園地の面積

� �

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

ウ 農地集積予定面積

合計
うち前期分

� �

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

エ 遊休農地面積（ 年利用状況調査結果）

耕地面

積�

遊休農地面積� 遊休農地率（Ｂ

／（Ａ＋Ｃ））１号遊休

農地�

２号遊休

農地�

� � � � ％

２ 経費の内訳

注 小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位

まで記載すること。

３ 経費の内訳

項 目

総

事

業

費

経

費

内

訳

項 目

総

事

業

費

経

費

内

訳

活動実績に

応じた交付

金額

成果実績に

応じた交付

金額

活動実績に

応じた交付

金額

成果実績に

応じた交付

金額

うち前

期分

うち前

期分

うち前

期分

うち前

期分

１ 実質化された

人・農地プランに

係る活動

円

１ 実質化された

人・農地プランに

係る活動

円 円

２ 担い手への農地

集積・集約化の推

進活動

２ 担い手への農地

集積・集約化の推

進活動

３ 遊休農地の発生

防止・解消活動

３ 遊休農地の発生

防止・解消活動

合 計 円 合 計 円 円 円

注 省略

別紙２ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１０ 省略

１１ 農地等の台帳の整備

注 省略

別紙２ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１０ 省略

１１ 農地等の台帳の整備
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�～� 省略 �～� 省略

� 農地に関する地図の更新計画

更新内容 管内農地筆数 うち更新筆数（概数）

筆 筆

� 省略

１２～１４ 省略

１５ 経費の内訳

� 省略

１２～１４ 省略

１５ 経費の内訳

項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳 項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 農地等の台帳の整

備

４ 農地等の台帳の整

備

�～� 省略 �～� 省略

� システム活用

等経費

� 農地に関する

地図の更新

� システム活用

等経費

５・６ 省略 ５・６ 省略

省略 省略

注 省略

別紙３ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 人・農地プランの実質化に係る支援

注 省略

別紙３ 農地の有効利用を図るための支援事業

地図作成に係る対象地

区名・集落名（人・農

地プラン作成単位）

工程表公表年月

日

実 質 化 さ れ た

人・農地プラン

の公表予定月

注 「工程表公表年月日」の欄は、人・農地プランの工程表

の公表年月日を記載することとし、同表を未公表の場合に

あつては、「未公表（ 月予定）」として公表予定月を記

載すること。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 経費の内訳

項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳 項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳

１ 人・農地プランの

実質化に係る支援

円 円 １ 農地集積の推進活

動

円 円

２ 農地集積の推進活

動

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

省略 省略

注 省略

様式第３号の�（第３条、第１３条関係） 省略

様式第３号の�（第３条、第１３条関係） 省略

様式第４号の�（第５条関係） 省略

様式第４号の�（第５条関係） 省略

様式第５号の�（第５条関係）

Ⅱ （交付金の追加交付を伴う場合）

注 省略

様式第３号の�（第３条、第１２条関係） 省略

様式第３号の�（第３条、第１２条関係） 省略

様式第４号の�（第４条関係） 省略

様式第４号の�（第４条関係） 省略

様式第５号の�（第４条関係）

Ⅱ （交付金の追加交付を伴う場合）
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省略

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつ

た 年度農業委員会交付金については、農業委員会に要する経

費に対し、下記のとおり変更したいので、農業委員会交付金等交

付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第５条の規定に基づ

き、交付金 円を追加交付されたく申請する。

省略

様式第５号の�（第５条関係）

Ⅱ （負担金等の追加交付を伴う場合）

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつ

た 年度農業委員会ネットワーク機構負担金等については、農

業委員会ネットワーク機構に要する経費に対し、下記のとおり変

更したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛

県告示第８３３号）第５条の規定に基づき、負担金等 円を

追加交付されたく申請する。

省略

注 省略

様式第６号の�（第８条関係）

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつ

た 年度農業委員会交付金については、農業委員会に要する経

費に対し、下記のとおり変更したいので、農業委員会交付金等交

付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第４条の規定に基づ

き、交付金 円を追加交付されたく申請する。

省略

様式第５号の�（第４条関係）

Ⅱ （負担金等の追加交付を伴う場合）

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定通知のあつ

た 年度農業委員会ネットワーク機構負担金等については、農

業委員会ネットワーク機構に要する経費に対し、下記のとおり変

更したいので、農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛

県告示第８３３号）第４条の規定に基づき、負担金等 円を

追加交付されたく申請する。

省略

注 省略

様式第６号の�（第７条関係）

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあつ

た農業委員会交付金交付事業の遂行状況を農業委員会交付金

等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第８条第１項

の規定に基づき、次のとおり報告する。

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあつ

た農業委員会交付金交付事業の遂行状況を農業委員会交付金

等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）第７条第１項

の規定に基づき、次のとおり報告する。

省略 省略

注 省略

様式第６号の�（第８条関係）

注 省略

様式第６号の�（第７条関係）

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあつ

た農業委員会ネットワーク機構負担金等交付事業の遂行状況

を農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第

８３３号）第８条第１項の規定に基づき、次のとおり報告する。

省略

年 月 日付け 第 号で交付決定のあつ

た農業委員会ネットワーク機構負担金等交付事業の遂行状況

を農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第

８３３号）第７条第１項の規定に基づき、次のとおり報告する。

省略 省略

注 省略

様式第７号の�（第９条関係） 省略

様式第７号の�（第９条関係） 省略

様式第８号の�（第９条関係）

省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数

ア 年１月２日から 年（事業実施年の翌年）３

月末日の間に改選が行われる農業委員会

注 省略

様式第７号の�（第８条関係） 省略

様式第７号の�（第８条関係） 省略

様式第８号の�（第８条関係）

省略

別紙１ 農地等の利用の最適化の推進に関する事項に関する事務

に要する経費（農地利用最適化交付金）に係る事業

１ 活動実績に応じた交付金関係

� 農業委員及び農地利用最適化推進委員（以下「推進委員」

という。）の人数

農業委員及び推進委員の人数

農業委員 推進委員

農業委員及び推

進委員の人数
改選月

人 人 人

改選前委員数 人
月

改選後委員数 人
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イ ア以外の農業委員会

農業委員及び推進委員の人数

人

� 農地利用の最適化に向けた活動

ア 活動区分ごとの活動日数

� 農地利用の最適化に向けた活動

ア 活動区分ごとの活動日数

省略 省略

注 「うち前期分」の欄は、成果実績に応じた交付金

（前期分）の交付を受けた場合のみ記載すること。

イ・ウ 省略

エ 改善方針に基づく活動の実施結果

イ・ウ 省略

前年度の事業実績書に記載

した「事業計画の達成に向

けた次年度の改善方針」

左記の改善方針に基づく活

動の本年度の実施結果

注 事業実施年度の前年度に実施した農地利用最適化交

付金に係る事業において、事業計画に対する達成割合

が６０パーセント未満であつた場合のみ記載すること。

２ 成果実績に応じた交付金関係

� 省略

� 年度（事業実施年度）における農地利用の最適化の

状況

ア 省略

イ 農業委員会の活動による農地集積・集約化面積（

年１月１日から同年１２月末日まで）

２ 成果実績に応じた交付金関係

� 省略

� 年度（事業実施年度）における農地利用の最適化の

状況

ア 省略

イ 農業委員会の活動による農地集積・集約化面積（

年１月１日から同年１２月末日まで）

省略 省略

注１ 省略

２ 「うち前期分」の欄は、成果実績に応じた交付金

（前期分）の交付を受けた場合のみ記載すること。

ウ 農地集積予定面積

注 省略

ウ 農地集積予定面積

省略 省略

注１ 省略

２ 「うち前期分」の欄は、成果実績に応じた交付金

（前期分）の交付を受けた場合のみ記載すること。

エ 省略

３ 経費の内訳

注 省略

エ 省略

３ 経費の内訳

省略 省略

注１ 「うち前期分」の欄は、成果実績に応じた交付金（前

期分）の交付を受けた場合のみ記載すること。

２ 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×活動

日数」の形式で記載し、農業委員と推進委員の内訳につ

いても記載すること。

別紙２ 活動実績に係る実質化された人・農地プランの作成状況

１ 実質化された人・農地プランの作成状況（ 年４月１日

から同年１２月末日まで）

注 「経費内訳」の欄は、活動に係る経費を「単価×活動日

数」の形式で記載し、農業委員と推進委員の内訳について

も記載すること。

別紙２ 活動実績に係る実質化された人・農地プランの作成状況

１ 実質化された人・農地プランの作成状況（ 年４月１日

から同年１２月末日まで）

実 質 化 さ

れ た 人 ・

農 地 プ ラ

ン を 作 成

し た 地 域

公表年月日 見直し年月

日

実質化され

た人・農地

プランに係

る活動を事

業実施年度

既に実

質化さ

れてい

ると判

断した

実質化された人・農

地プランを作成した

地域

作成年月日 実質化された人・農地

プランに係る活動を行

つた農業委員又は推進

委員の氏名

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０３



市町

名

地

区・

集落

名等

農地集

積予定

面積の

有無

農地集

積予定

面積の

有無

に行つた農

業委員又は

推進委員の

氏名

旨の公

表の有

無

注１ 「公表年月日」の欄は、実質化された人・農地プラン

を作成した場合にあつては当該実質化された人・農地プ

ランを公表した日を記載し、既に実質化されていると判

断できる既存の人・農地プランの区域の場合にあつては

既に実質化されていると判断した旨を公表した日を記載

すること。

２ 「見直し年月日」の欄は、１に掲げる日以後に実質化

された人・農地プランの見直しを行つた場合に、当該見

直しを行つた旨を公表した日（２回以上見直しを行つた

場合にあつては、直近の見直しに係る日）を記載するこ

と。

２ 人・農地プランの実質化に向けた工程表の作成状況（

年４月１日から同年１２月末日まで）

注 「実質化された人・農地プランを作成した地域」の欄

は、市町名、集落名及び地区名を記載すること。

２ 人・農地プランの実質化に向けた工程表の作成状況（

年４月１日から同年１２月末日まで）

人・農地プラン

の実質化に向け

た工程表を作成

した地域

公表

年月

日

実 質 化 さ れ た

人・農地プラン

に係る活動を事

業実施年度に行

つた農業委員又

は推進委員の氏

名

工程表公表後の既

存の人・農地プラ

ンの見直し年月日

人・農地プランの実

質化に向けた工程表

を作成した地域

作成年月日 人・農地プランの実質

化に向けた工程表を作

成した農業委員又は推

進委員の氏名

市町名 地区・

集落名

等

農地集積

予定面積

の有無

注１ １の表に記載した地域との重複の有無にかかわらず記

載すること。

２ 「工程表公表後の既存の人・農地プランの見直し年月

日」の欄は、人・農地プランの実質化に向けた工程表の

公表後に既存の人・農地プランの見直しを行つた場合

に、当該見直しを行つた旨を公表した日を記載すること

（当該見直しにより、当該人・農地プランが実質化され

た人・農地プランとなる場合を除く。）。

別紙３ 省略

別紙４ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１３ 省略

１４ 農地等の台帳の整備

�～� 省略

注 「人・農地プランの実質化に向けた工程表を作成した地

域」の欄は、市町名、集落名及び地区名を記載すること。

別紙３ 省略

別紙４ 農地法等に基づく事務の適正実施のための支援事業

１～１３ 省略

１４ 農地等の台帳の整備

�～� 省略

� 農地に関する地図の更新実績

更新内容 管内農地筆数 うち更新筆数（概数）

筆 筆

� 省略

１５～１７ 省略

１８ 経費の内訳

� 省略

１５～１７ 省略

１８ 経費の内訳

項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳 項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０４
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�愛媛県告示第５６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

西条市小松町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和２年５月２２日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

就 任

退 任

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 農地等の台帳の整

備

４ 農地等の台帳の整

備

�～� 省略 �～� 省略

� システム活用

等経費

� 農地に関する

地図の更新

� システム活用

等経費

５・６ 省略 ５・６ 省略

省略 省略

注 省略

別紙５ 農地の有効利用を図るための支援事業

１ 人・農地プランの実質化に係る支援

注 省略

別紙５ 農地の有効利用を図るための支援事業

地図作成に係る対象地

区名・集落名（人・農

地プラン作成単位）

工程表公表年月

日

実 質 化 さ れ た

人・農地プラン

の公表年月日

注 「工程表公表年月日」の欄は、人・農地プランの工程表

の公表年月日を記載すること。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 経費の内訳

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 経費の内訳

項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳 項 目 総事業費 うち交付金額 経費内訳

１ 人・農地プランの

実質化に係る支援

円 円 １ 農地集積の推進活

動

円 円

２ 農地集積の推進活

動

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

省略 省略

注 省略

様式第８号の�（第９条関係） 省略

様式第９号の�（第９条、第１３条関係） 省略

様式第９号の�（第９条、第１３条関係） 省略

様式第１０号（第１３条関係） 省略

注 省略

様式第８号の�（第８条関係） 省略

様式第９号の�（第８条、第１２条関係） 省略

様式第９号の�（第８条、第１２条関係） 省略

様式第１０号（第１２条関係） 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橋 本 頼 市 西条市小松町大頭甲２５４番地１

〃 伊 東 昌 伸 西条市小松町新屋敷甲２５１３番地

〃 佐 伯 基 西条市小松町妙口甲７６４番地１

〃 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 渡 部 功 西条市小松町明穂甲９３番地３

〃 塩 出 喜�馬 西条市小松町新屋敷甲６９０番地

〃 藤 井 武 彦 西条市小松町新屋敷甲１７８７番地

〃 真 鍋 猛 西条市小松町新屋敷甲７５４番地２

〃 伊 藤 篤 志 西条市小松町妙口甲１４８６番地２

〃 森 山 智 年 西条市小松町北川２８０番地２

監 事 瓜 守 慎 吾 西条市小松町新屋敷甲３０１６番地１０

〃 別 宮 利 一 西条市小松町妙口甲３２６番地５

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０５
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�愛媛県告示第５６８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

四国中央市上分町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退

任した旨の届出があった。

令和２年５月２２日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５６９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和２年５月２２日

愛媛県東予地方局長 齊 藤 直 樹

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和２年５月１４日

３ 指定道路の位置

四国中央市上柏町字柑子ノ本２５１番２の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３４．７５メートル

� 幅員 ５．００メートル

�愛媛県告示第５７０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和２年５月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 橋 本 頼 市 西条市小松町大頭甲２５４番地１

〃 伊 東 昌 伸 西条市小松町新屋敷甲２５１３番地

〃 曽 我 正 富 西条市小松町妙口甲１０８６番地１

〃 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 玉 井 清 西条市小松町明穂甲５８９番地３

〃 塩 出 喜�馬 西条市小松町新屋敷甲６９０番地

〃 戸 田 盛 豊 西条市小松町新屋敷甲１８６３番地

〃 真 鍋 猛 西条市小松町新屋敷甲７５４番地２

監 事 瓜 守 慎 吾 西条市小松町新屋敷甲３０１６番地１０

〃 別 宮 利 一 西条市小松町妙口甲３２６番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 合 田 雅 彦 四国中央市上分町５３２－１

〃 安 部 清 一 四国中央市上分町１５０

〃 � 橋 一 夫 四国中央市上分町１２３９

〃 石 川 邦 彦 四国中央市上分町７２０

〃 薦 田 圭 吾 四国中央市上分町６５９－２

〃 � 橋 好 伸 四国中央市上分町４６７

〃 篠 永 秀 範 四国中央市上分町１３

〃 桑 城 政 子 四国中央市上分町５０５

〃 仙 波 保 四国中央市上分町５５８－５

〃 井 川 徳 治 四国中央市妻鳥町２６７４

監 事 長 野 幹 男 四国中央市上分町９８－４

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９－１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 合 田 雅 彦 四国中央市上分町５３２－１

〃 安 部 清 一 四国中央市上分町１５０

〃 � 橋 好 伸 四国中央市上分町４６７

〃 石 川 邦 彦 四国中央市上分町７２０

〃 薦 田 圭 吾 四国中央市上分町６５９－２

〃 篠 永 秀 範 四国中央市上分町１３

〃 桑 城 政 子 四国中央市上分町５０５

〃 仙 波 保 四国中央市上分町５５８－５

〃 井 川 徳 治 四国中央市妻鳥町２６７４

〃 石 川 登 四国中央市上分町１２０４

監 事 長 野 幹 男 四国中央市上分町９８－４

〃 佐 藤 保 之 四国中央市上分町１１９９－１

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第９８６６号 平成２７年
７月１４日 安田建築 安田 康明 松山市保免中３－３－８ 令和２年

４月１日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７４７３号 平成２７年
４月７日 西岡工業 西岡 芳博 松山市余戸南１－１６－２４ 令和２年

４月６日 左官工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２８）第１４００号 平成２８年
７月２２日 北四国エアコン� 菅 正一朗 松山市星岡１－１１－２０ 令和２年

４月７日
土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２７）第８９５９号 平成２７年
１２月１４日 坪田建設 坪田 節男 松山市南江戸４－９－１３ 令和２年

４月８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２９）第１８０６１号 平成３０年
２月８日 愛建電工� 高橋 献樹 松山市南吉田町２７９８－６５ 令和２年

４月１０日 電気工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１１９５４号 平成２７年
６月２９日 河内建設 河内 芳彦 伊予市稲荷５５１－５ 令和２年

４月１５日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０６
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�愛媛県告示第５７１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和２年５月２２日

愛媛県中予地方局長 東 公 弘

�愛媛県告示第５７２号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和２年５月２２日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

�愛媛県告示第５７３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和２年５月２２日

愛媛県南予地方局長 河 瀬 利 文

�愛媛県告示第５７４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和２年５月２２日

愛媛県知事 中 村 時 広

（般－２７）第１１８７９号 平成２７年
９月１６日 �フレッズ 仙波 忠 松山市道後湯之町１５－２２ 令和２年

４月１６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１７５０８号 平成２７年
６月１６日 向井建築 向井 健一 伊予郡松前町大字浜１９３ 令和２年

４月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－３０）第１８１４３号 平成３０年
７月５日 �ファイン 酒井 雅英 松山市空港通６－１２－１ 令和２年

４月３０日 電気工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２中局建（開）第４号

令和２年５月１５日
伊予郡松前町大字永田字�見４７４番１

松山市竹原３丁目１０番４号

フィネス竹原１０３号

渡 部 晃 裕

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３００７１９ 公益財団法人正光会 愛媛県宇和島市柿原１２
８０番地 渡 部 健一郎 就労継続支援

Ｂ型 Ｐｅｒｌａ 愛媛県宇和島市柿原１２
８０番地

令和２年
５月１日

３８１０７００３８９ 一般社団法人夢ノ杜福
祉会

愛媛県大洲市平野町野
田１５１４番地 新 井 眞千安 就労移行支援 就労移行支援事業所ミ

ライズＭｅＲｉｓｅ！
愛媛県大洲市中村２３８
番地１

令和２年
５月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０３０００７３ 株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台二丁目９番地 森 信 介 同行援護 ニチイケアセンターう

わじま
愛媛県宇和島市川内甲
９７８番地１

令和２年
４月３０日

３８１０７００１９９ 株式会社夢・たまご 愛媛県大洲市平野町野
田乙９６１番地１ 新 井 一 成 就労移行支援 夢たまごファクトリー 愛媛県大洲市平野町野

田乙９６１番地１
令和２年
４月３０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２７）第３６３１号 平成２７年
１２月２１日 山岡建設 山岡 正昭 西宇和郡伊方町二見甲３１

７９－２
令和２年
４月８日

建築工事業
左官工事業
管工事業

建設業の廃止

（般－２９）第６８３８号 平成２９年
８月１４日 三好建設 三好 史郎 宇和島市祝森９９６ 令和２年

４月１５日 建築工事業 建設業の廃止
（法人成り）

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０７



教育委員会公告

�公 告

令和３年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

令和３年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

令和２年５月２２日

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

� 県内会場

区 分 期 日 場 所

小学校教員 令和２年７月２１日�から
２２日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）

中学校教員（各教
科）

令和２年７月２１日�から
２２日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員（各
教科〔科目〕）

令和２年７月２１日�から
２２日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養護教員 令和２年７月２１日�から
２２日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄養教員 令和２年７月２１日�から
２２日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

� 県外会場

区 分 期 日 場 所

全区分 令和２年７月２１日�から
２２日�まで

○東京会場
都道府県会館
（東京都千代田区平河
町２－６－３）
○大阪会場
ＴＫＰガーデンシティ
大阪梅田
（大阪府大阪市福島区
福島５－４－２１ＴＫＰ
ゲートタワービル）

注１ 試験区分間の併願は、下記５の場合を除き、認めない。

２ 試験場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

令和２年５月１９日（火）から６月８日（月）まで

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）第９条各号のいずれにも該当し

ない者

� 試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状

を除く。）を有する者又は令和３年３月３１日までにこの免許状

を取得する見込みの者で大学等で証明が得られるもの（社会人

特別選考により志願する者にあっては、教員免許状を有しない

者で、令和３年３月３１日までに愛媛県教育委員会が実施する教

育職員検定に合格し特別免許状の授与が見込まれるもの）

� 昭和３６年４月２日以降に出生した者

５ 併願

特別選考を除く中学校教員の試験区分を志願する者で、現に小

学校教諭免許状（特別免許状及び臨時免許状を除く。）を有する

もの又は令和３年３月３１日までに取得する見込みのもので大学等

で証明が得られるものに限り、第１次選考試験における小学校教

員の試験区分との併願を認める。

なお、第１次選考試験を中学校教員の試験区分で合格した者に

ついては、小学校教員の試験区分での選考は行わない。

６ 受験申込手続及び試験方法

令和３年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

７ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ

せること。

〈問合せ先〉

志 願 種 別 宛 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２

特別支援学校教員志願者

養護教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２

栄養教員志願者

�������
�公 告

令和３年度の愛媛県県立高等学校等の入学者等の選抜に係る

学力検査の検査教科及び出題範囲並びに学力検査等の期日及

び合格者の発表の日について

令和３年度の愛媛県県立高等学校及び愛媛県県立特別支援学校高

等部の入学者の選抜並びに愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠

員補充のための編入学者の選抜に係る学力検査の検査教科及び出題

範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の日を次のとおり定

めた。

令和２年５月２２日

（般－２７）第１５７５１号 平成２７年
６月２日 宮本建設 宮本 吉一 大洲市春賀甲１１７３ 令和２年

４月２０日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１６０４３号 平成２８年
１１月１４日 阿部工務店 阿部 一孝 西宇和郡伊方町串２０８６ 令和２年

４月２７日
建築工事業
大工工事業 建設業の廃止

（般－２７）第１５７４９号 平成２７年
５月３０日 �肱陵建設 山� 敦 大洲市八多喜町甲９１９－

１
令和２年
４月２８日 水道施設工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０８



選挙管理委員会告示

愛媛県教育委員会

教育長 田 所 竜 二

１ 愛媛県県立高等学校の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

全日制課程は、国語、社会、数学、理科及び英語の５教科

とする。定時制課程は、国語並びに社会、数学、理科及び英

語のうちから入学志願者が選択する２教科の３教科とする。

イ 出題範囲

中学校学習指導要領（平成２０年３月文部科学省告示第２８号。

以下「現行中学校学習指導要領」という。）に示されている

各教科の目標及び内容並びに平成３０年４月１日から平成３３年

３月３１日までの間における中学校学習指導要領の特例を定め

る件（平成２９年７月文部科学省告示第９４号。以下「中学校特

例告示」という。）３�アからウまでの規定により平成３０年
度の第１学年、令和元年度の第２学年及び令和２年度の第３

学年の社会において指導する内容に即し、基本的事項につい

て出題する。ただし、社会及び英語にあっては、平成３０年度、

令和元年度及び令和２年度における学習が、中学校学習指導

要領（平成２９年３月文部科学省告示第６４号。以下「新中学校

学習指導要領」という。）の規定によるものであっても、影

響のないよう配慮する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

区 分 一般入学者選抜 推薦入学者選抜 定時制の課程の
第２次募集

学力検査等の期
日

令和３年３月１１
日（木）及び同
月１２日（金）

令和３年２月９
日（火）

令和３年３月３０
日（火）

合格者の発表の
日

令和３年３月１８
日（木）

令和３年３月１８
日（木）

令和３年３月３１
日（水）

� 通信制の課程及び専攻科

�及び�の規定にかかわらず、愛媛県教育委員会教育長が別
に定める。

２ 愛媛県県立特別支援学校高等部の入学者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

各学校が定めるところによる。

イ 出題範囲

� 本科

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成２１年３

月文部科学省告示第３６号）に示されている中学部の各教科

の目標及び内容並びに視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自

由者又は病弱者である生徒に対する教育を行う特別支援学

校にあっては、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日ま

での間における特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

の特例を定める件（平成２９年１２月文部科学省告示第１８１号）

第２�の規定により中学校特例告示３�アからウまでの規
定に準じて平成３０年度の第１学年、令和元年度の第２学年

及び令和２年度の第３学年の社会において指導する内容に

即し、基本的事項について出題する。ただし、社会及び英

語にあっては、平成３０年度、令和元年度及び令和２年度に

おける学習が、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

（平成２９年４月文部科学省告示第７３号）の規定によるもの

であっても、影響のないよう配慮する。

� 専攻科

特別支援学校高等部学習指導要領（平成２１年３月文部科

学省告示第３７号）及び平成３１年４月１日から新特別支援学

校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行

特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定める件（平成

３１年２月文部科学省告示第１５号）１二の規定に示されてい

る各教科の目標及び内容に即し、基本的事項について出題

する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

学力検査等の期日 令和３年３月４日（木）

合格者の発表の日 令和３年３月１９日（金）

３ 愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠員補充のための編入学

者の選抜

� 学力検査の検査教科及び出題範囲

ア 検査教科

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

イ 出題範囲

現行中学校学習指導要領に示されている各教科の目標及び

内容並びに中学校特例告示３�アからウまでの規定により平
成３０年度の第１学年、令和元年度の第２学年及び令和２年度

の第３学年の社会において指導する内容に即し、基本的事項

について出題する。ただし、社会及び英語にあっては、平成

３０年度、令和元年度及び令和２年度における学習が、新中学

校学習指導要領の規定によるものであっても、影響のないよ

う配慮する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

�愛媛県選挙管理委員会告示第１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

令和２年５月２２日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１５６，６７４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，１３４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４４，５８５

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４０９



選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，４５６ １４，４８６

南 宇 和 郡 １８，６７６ ６，２２６

松山市・上浮穴郡 ４３５，７３９ １３９，２９０

今 治 市 ・ 越 智 郡 １３８，９４１ ４６，３１４

宇和島市・北宇和郡 ７６，６７２ ２５，５５８

八幡浜市・西宇和郡 ３７，２３０ １２，４１０

新 居 浜 市 ９９，５８８ ３３，１９６

西 条 市 ９１，１０８ ３０，３７０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５０，６２８ １６，８７６

伊 予 市 ３１，２４４ １０，４１５

四 国 中 央 市 ７３，０８１ ２４，３６１

西 予 市 ３２，２０４ １０，７３５

東 温 市 ２８，１０７ ９，３６９

令和２年５月２２日 発行

愛 媛 県 報令和２年５月２２日 第１０７号

４１０


